
 

第１ 章 都市計画の内容 

 
 

１  都市計画の基本理念 
 都市計画は、 農林漁業と の健全な調和を図り つつ、 健康で文化的な都市生活及び機能的

な都市活動を確保すべきこ と 並びにこ のためには適正な制限のも と に土地の合理的な利

用が図ら れるべきこ と を基本理念と し ています。  
 

２  都市計画の決定 
 都市計画の決定にあたっ ては、 都市行政上の基礎的な単位である市町村の立場が十分尊
重さ れるこ と 、 国または都道府県が広域的調整を図るこ と ができるこ と 、 市民の財産権の
制約について十分なチェ ッ ク がなさ れるこ と が必要です。  
 こ れら の点に配慮し 、 広域の見地から 定めるべき都市計画や根幹的都市施設等に係る都
市計画については、 都道府県が関係市町村の意見を聞き、 一定の場合には国土交通大臣の
同意を得て定め、 その他の都市計画については、 市は都道府県知事と の協議を経て定める
こ と と さ れています。  

決定権者 決定する都市計画 備考 

都道府県 

都市計画区域の整備・ 開発及び保全の方針 全部 

区域区分 全部 

都市再開発方針等 全部 

地

域

地

区 

都市再生特別地区 全部 

風致地区 面積が 10ha 以上かつ２ 以上の市町村の区域にわたるも の 

歴史的風土特別保存地区 全部 

緑地保全地区 ２ 以上の市町村の区域にわたるも の 

特別緑地保全地区 
近郊緑地特別保全地区、 面積が 10ha 以上かつ２ 以上の市

町村の区域にわたるも の 

都

市

施

設 

道路 高速自動車国道、 一般国道、 都道府県道、 自動車専用道路 

都市高速鉄道 全部 

空港 
空港法第４ 条第１ 項各号に掲げら れる空港、第５ 条第１ 項

に規定する地方管理空港 

公園・ 緑地 
面積 10ha 以上かつ国が設置するも の、面積 10ha 以上かつ

都道府県が設置するも の 

広場・ 墓園 面積 10ha 以上かつ都道府県が設置するも の 

水道 水道用水供給事業の用に供する水道 

下水道 
公共下水道で排水区域が２ 以上の市町村の区域にわたる

も の、 流域下水道 

ごみ焼却場・ ごみ処理場等 産業廃棄物処理施設 

河川 一級河川、 二級河川 

一団地の官公庁施設 全部 

市街地開発事業 

土地区画整理事業、新住宅市街地開発事業、工業団地造成

事業、 市街地再開発事業、 新都市基盤整備事業、 住宅街区

整備事業、 防災街区整備事業 

市街地開発事業等予定区域 
新住宅市街地開発事業、工業団地造成事業、新都市基盤整

備事業、 一団地の官公庁施設、 流通業務団地の予定区域 

市町村 上記以外のも の（ 一部を除く ）   
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（ １ ） 北海道が定める都市計画の決定手続き 

北海道は、 公聴会や説明会を開催し 、 都市計画の案を作成し ます。  

  次に、 市町村の意見聴取、 関係行政機関への協議などを行い、 案の縦覧を行います。 その

後、 案を都市計画審議会に付議し 、 縦覧期間中に提出さ れた意見書の要旨を審議会に提出し

ます。 審議会の議を経た後、 必要に応じ て国土交通大臣に協議し 同意を得て、 都市計画の決

定告示を行います。  

 

（ ２ ） 市町村が定める 都市計画の決定手続き（ 市町村都市計画審議会が置かれている 場合）  

市町村は、 原案を作成し 、 必要に応じ て公聴会や説明会などを開催し 、 都市計画の案を作

成し ます。  

  次に、 関係行政機関への協議などを行い、 案の縦覧を行います。 その後、 案を市町村都市

計画審議会に付議し 、 縦覧期間中に提出さ れた意見書の要旨を審議会に提出し ます。 審議会

の議を経た後、 市は知事に協議し 、 その同意を得て、 都市計画の決定告示を行います。
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３  伊達市都市計画審議会 

 
     伊達市都市計画審議会条例                  昭和 44 年 9 月 26 日条例第 31 号 
                                          改  正  昭和 46 年 9 月 22 日条例第 17 号 
                                            〃     昭和 60 年 3 月 15 日条例第 15 号 
                                            〃     平成 6 年 12 月 26 日条例第 35 号 
                                            〃    平成 7 年 12 月 18 日条例第 29 号 
                                          全部改正 平成 12 年 3 月 29 日条例第 30 号 
                                          改  正  平成 14 年 3 月 26 日条例第 14 号 
                                            〃    平成 18 年 3 月 22 日条例第 18 号 
                                       〃      平成 19 年 5 月 14 日条例第 20 号 
（ 設置）      
第１ 条 都市計画法（ 昭和４ ３ 年法律第１ ０ ０ 号） 第７ ７ 条の２ 第１ 項の規定に基づき 、 伊達市

都市計画審議会（ 以下「 審議会」 と いう 。 ） を 置く 。  
 
 ( 組織）  
第２ 条 審議会は、 委員１ ２ 人以内で 組織する 。  

２  審議会に、 特別の事項を 調査審議さ せる た め必要がある と き は、 臨時委員若干人を 置
く こ と がで き る 。  

３  審議会に、 専門の事項を 調査さ せる ため必要がある と き は、 専門委員若干人を 置く こ
と がで き る 。  

 
 ( 委員、 臨時委員及び専門委員）  
第３ 条 委員は、 学識経験のある 者、 市議会の議員及び住民のう ち から 、 市長が任命する 。  

２  臨時委員及び専門委員は、 学識経験のある 者又は関係行政機関の職員のう ち から 、 そ
れぞれ市長が任命する 。  

３  学識経験のある 者及び住民のう ち から 任命さ れた委員の任期は２ 年と する 。 た だし 、
委員が欠けた場合における 補欠の委員の任期は、 前任者の残任期間と する 。  

４  委員は、 再任さ れる こ と がで き る 。  
５  市長は、 特別の事由がある と き は、 任期中で あっ て も 、 委員を 解任する こ と がで き

る 。  
６  臨時委員は、 当該特別の事項に関する 調査審議が終了し たと き 、 専門委員は、 当該専

門の事項に関する 調査が終了し たと き は、 解任さ れる も のと する 。  
 
（ 会長）  
第４ 条 審議会に会長を 置き 、 学識経験のある 者につき 任命さ れた 委員のう ち から 委員の選挙に

よ っ て こ れを 定める 。  
２  会長は、 審議会を 代表し 、 会務を 総理する 。  
３  会長に事故ある と き は、 会長があら かじ め指名する 委員が、 そ の職務を 代理する 。  

 
（ 会議の招集）   
第５ 条 審議会の会議は、 会長が召集する 。  
 
（ 議事）  
第６ 条 審議会は、 委員及び議事に関係のある 臨時委員の２ 分の１ 以上が出席し な ければ、 会議

を 開く こ と がで き な い。  
２  審議会の議事は、 出席し た委員及び議事に関係のある 臨時委員の過半数を も っ て 決

し 、 可否同数のと き は、 会長の決する と こ ろ によ る 。  
 

 ( 庶務）  
第７ 条 審議会の庶務は、 建設部において 処理する 。  
 
（ 委任）  
第８ 条 こ の条例に定める も ののほか、 審議会の組織及び運営に関し 必要な 事項は、 市長が定め

る 。  
  附則   （ 省略）  
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４  都市計画のマス タ －プ ラ ン  
 
（ １ ） 都市計画区域の整備、 開発及び保全の方針（ 都市計画法第 6 条の 2）  

都市計画区域の整備、 開発及び保全の方針（ 区域マス タ ープ ラ ン ） は、 都市計画区域ご と
に北海道が定める も ので す。  

区域マ ス タ ープ ラ ン は、 都市計画相互間のき め細かい調整を 図り 、 都市計画の総合性及び
一体性を 確保する ための都市計画区域における 基本的な 方針と し て 、 次の①を 定める と と も
に、 ②及び③を 定める よ う に努める も のと さ れて いま す。  

①  市街化区域と 市街化調整区域の区分の決定の有無及び当該区域区分を 定める と き はその
 方針 

②  都市計画の目標 
③  土地利用、 都市施設の整備及び市街地開発事業に関する 主要な 都市計画の決定の方針 

   
（ ２ ） 市町村の都市計画に関する 基本的な 方針( 都市計画法第 18 条の 2)  
  ・ 平成１ ６ 年４ 月 伊達市都市計画マ ス タ ープ ラ ン 策定 

市町村の都市計画に関する 基本的な方針（ 市町村都市計画マ ス タ －プ ラ ン ） は、 市町村の
建設に関する 基本構想や都市計画区域の整備、 開発及び保全の方針に即し て 、 都市計画区域
を も つすべての市町村が定める も ので す。  

市町村都市計画マ ス タ －プ ラ ン は、 市町村が創意工夫のも と に住民の意見を 反映さ せて 、
都市づく り の理念や目指すべき 都市像、 地域別の整備方針、 諸施設の計画等を き め細かく か
つ総合的に示し た も ので あり 、 具体の都市計画を はじ めと し たま ち づく り の施策の根拠と な
る も ので す。  
・ 平成２ ２ 年４ 月 都市計画マ ス タ ープ ラ ン の改定 

平成１ ８ 年の旧大滝村と の合併や、 平成２ ０ 年の「 第６ 次伊達市総合計画」 の策定など  
の社会情勢の変化を ふま え 、 見直し を 行いま し た。   

 
 

                                                                      道が指定 

●市町村の基本構想 

 ※いわゆる 総合計画 

 
 
 
 
 
 
 

   

 
                        市街化区域及び市街化調整 
 
                         区域の区域区分( 法第7条)  
 

即す 
 
                                      市町村が定める                   道が決定 
 
 
 
 

公聴会等住民

の意見反映 

 
 
 
 

 
 
 市町村都市計画マ ス タ ープ ラ ン  
 ( 市町村の都市計画に関する  

基本的な 方針)  
 
             ( 法第18条の2)  
 

 
   即す 
 
 
 
 
 
 

 
 
整備、 開発及び保全の
方針 
( 都市計画区域ご と に

定める )  
       ( 法第6条の2)  
 

 

 
 
 
 

 
 知事へ通知 
 

 
 
 

即す 
  具体の都市計画 
 
 
 

市町村の定める 都市計画  
 

 道の定める 都市計画  
   

 
  

地区計画等 
 

( 第12の4)  

 
 
 
 

 
促進区域 

 
( 第10条の2)  

 
 
 
 

 
地域地区 

 
( 第8条)  

 
 
 
 

 
都市施設 

 
( 第11条)  

 
 
 
 

 
市街地 

開発事業 
( 第12条)  

 
 
 

 
市街地開発事
業等予定区域 
( 第12条の2)  

 
 
 
 

      

都市計画法における 都市計画マ ス タ ープ ラ ン の位置づけ 

都市計画区域( 法第 5 条)  

市町村の 

都市計画区域 
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